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■１ 太陽光発電の歴史

・1893年 フランス学者アレクサンドル・エドモンド・ベクレルが

(130年前) 光起電⼒（Photvoltaic）効果を発⾒

・1957年 世界初の⼈⼯衛星は電池切れで3週間の寿命

・1958年 米国 人口衛星「ヴァンガード1号」 太陽光発電採用

(65年前） ６年以上活動を続けられた。

・1973年 日本ではオイルショックの時 「石油に頼って大丈夫か」

(50年前) 太陽光発電の普及に向けて検討を開始

・1974年 政府は「サンシャイン計画」地熱や⾵⼒と太陽光が取り上げられた。

20年後には一般家庭でも使えるようCDを目標に技術開発

太陽光発電電⼒の送電実証実験が⾏われた。
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・1993年 太陽光が住宅に初めて設置 375万円/kW 4kWで1500万円

融資制度➡環境問題への関心

公害対策基本法1967年➡発展的継承 環境基本法が制定

・1994年 住宅⽤の太陽光発電の補助⾦制度がスタート

・1999年 ⽣産量世界⼀ ➡コスト減➡2006年補助⾦制度打ち切り

・2000年 以降は⽣産効率と性能の向上 コスト減︖ 150万円/kW

・2009年 余剰電⼒買取制度電⼒会社が買い、太陽光発電促進付加⾦として負担➡2014年に廃止

・2011年 東日本大震災 原発にかわるエネルギー 農作物から太陽光発電

・2012年 固定価格買取制度(FIT法) 再エネ賦課⾦ ⾵⼒・⽔⼒・地熱・バイオマス 0.22円/kwh➡3.45円/kwh

（10年間買取を義務48円/kWh➡2020年21円）

・2022年 FIP制度の導⼊ 変動価格買取制度(プレミアム単価）

・太陽光は環境にやさしい ・災害時のバックアップ電源

耐⽤年数 太陽光パネルは20年 システム部材は10年 50万円/kW〜

・2040年 管理型最終処分場での埋め⽴てが望ましい。有害物質の適切な処理
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■１ 太陽光発電の歴史



※経済産業省 電気事業連HPより

6％ 0.7％ 0.2％ 7.7％ 2.2％
（2018年 資源エネルギー庁）

3

■２ エネルギー基本計画
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■２ エネルギー基本計画



世界での太陽光導入 76,724万ｋW 住宅を中⼼に導⼊ 中国33％ アメリカ12％ 日本9％

世界での⾵⼒発電導⼊ 73,328万kW 産業用を中心に導入 中国38％ アメリカ16％ ドイツ8％ ・・・・・日本は1％

太陽光 2020年 6,476万kW ⾵⼒ 2020年 443.9万kＷ
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■２ エネルギー基本計画
※資源エネルギー庁 エネルギー白書 2022より



64.76GW（2020年）10年で2倍,20年4.6倍

■分譲マンション

0.57kW×700万⼾
2.95kW×760万⼾

■分譲・賃貸含む

0.2kW×2300万⼾
0.9kW×2500万⼾

※屋根・壁・手摺

2.0倍

5.6倍
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■２ エネルギー基本計画
※一般社団法人 太陽光発電協会

5.6倍

4.2倍

5.0倍

2.4倍

2.0倍

0.8倍

11.7倍

5.6倍

4.0倍

21.4倍

6.0倍

3.1倍

1GW=1000,000kW

64.76GW
6,476万Kｗ
64,760,000kW



エネルギー基本計画(2014）
2030年までに新築住宅の平均でZEHの実現を目指す。
2018年 集合住宅のおけるZEHロードマップを公表
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■２ エネルギー基本計画



経済産業省 資源エネルギー庁
GX（Green Transformation）実現に向けた日本のエネルギー政策
安定供給を前提に脱炭素を進める➡2050年カーボンニュートラル 国際公約

■送配電網の増強

国家予算 110兆円
(2023年度）
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■２ エネルギー基本計画



2023年2月 一般社団法人 太陽光発電協会 講習会 経済産業省委託事業

小規模事業用電気工作物（太陽電池発電）に係る使用前自己確認について【電気編】

関係法令
・電気設備に関する技術基準を定める省令（電技）
・電気設備に関する技術基準を定める省令の解説（電技の解説）
・電気設備の技術基準の解釈（電技解釈）（電気解釈の解説）
・発電⽤太陽電池設備に関する技術基準を定める省令（太技）
・発電用太陽電池設備の技術基準の解釈（太技解釈）（太技解釈の解説）

改訂前 太陽光発電50kW未満 契約容量50kW未満は 一般用電気工作物

改訂後 太陽光発電10kW未満 契約容量に関係なく 一般用電気工作物
太陽光発電10kW以上は全て                   小規模事業用電気工作物

10kW以上50kW未満  契約50kW未満 低圧連携 小規模事業用電気工作物（小規模発電設備）

50kW以上2000kW未満 契約50〜2000未満） 高圧連携 事業用電気工作物

使用前 自己確認届出書要提出
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■２ エネルギー基本計画



小規模事業用電気工作物（太陽電池発電）に係る使用前自己確認について【構造編】
⼀般社団法⼈構造耐⼒評価機構

・外観検査
・設計荷重の確認-1 検査対象となる電気⼯作物の指⽰物の設計荷重は当該設置環境下の荷重として適切に設定されているこ

とを、図面等（構造計算書、架台図、載荷試験結果及び地盤調査結果等を含む）

・設計荷重の確認-2 判断基準 自重 風圧荷重 積算荷重 地震荷重その他 JISC8955（2017）
「太陽電池アレイ用指示物の設計用荷重算出方法」に準じて算定

自重（固定荷重）G  風圧荷重Ｗ 積雪荷重Ｓ 地震荷重Ｋ
自重は太陽電池モジュール、支持物及びその他電気設備等の重要を設定されている事

■⻑期荷重 通常はＧ 積雪時 Ｇ+0.7Ｓ

■短期荷重 積雪時 Ｇ+Ｓ
防風時 Ｇ+Ｗ
地震時 Ｇ+Ｋ を構造計算書等で確認する。

・設計荷重の確認-3
判断基準 自重は、太陽電池モジュール、支持物及び支持物に取り付けられている電気設備（逆変換装置、電線、接続箱、

集電箱）等の重量が設定されていること。構造計算書等の設計図書により確認する。

設計荷重の確認 風圧荷重-5〜 積雪荷重-10〜 地震荷重-13〜 支持物構造の確認 部材強度の確認 使⽤材料の確認等
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■２ エネルギー基本計画



2001年 部分⼾別太陽光発電 RC5階 16⼾/32⼾ 全電化 山口県

2005〜9年 全⼾⼾別太陽光発電 RC3階-33⼾,RC9階-56⼾,RC7階-167⼾等11棟 福岡県

2009年 全⼾⼾別太陽光発電 RC5階 36⼾ ガス併⽤（社宅） 神奈川県

2010年 太陽光+電⼒⼀括受電（共⽤）⼾数規模に関係なく融通 東京都

2011年〜 太陽光+電⼒⼀括受電（専⽤+共用）全電化ガス併 関東

太陽光の導入➡⼾建と同じ⽅法➡工場や事務所ビル同じ受変電設備（電⼒⼀括受電）に変化
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■３ マンションへの太陽光発電導入の状況
※⻑⾕⼯技術研究所調べ



⻑⾕⼯G⾸都圏・関⻄圏 新築時太陽光採用 ⻑⾕⼯設計⽩書 10年間1,190件 22万⼾の実績より

採用物件 理由

・東京都条例による
・京都府条例による
・大手デベの意向
・コンプ提案物件

・採用無し物件 81％
・5kW未満 12％
・10kW未満 4%
・10ｋW超 3%

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 合計 率

① 無し 108 97 95 96 81 81 101 83 82 74 61 959 81%

② 5kW以下 10 17 25 15 13 12 13 9 12 8 8 142 12%

③ 10kW以下 7 10 8 7 7 2 2 3 2 2 3 53 4%

④10kW超 5 3 4 5 5 4 0 0 1 3 3 33 3%

⑤ 別途工事 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 3 0%

■ 電力会社 110 43 28 13 25 31 27 19 22 25 19 362 30%

★電力一括 20 84 104 110 81 68 89 76 76 62 58 828 70%

電力一括 優位性
（50⼾以下は採⽤無)
2013年に逆転
70％は電力一括を採用
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■３ マンションへの太陽光発電導入の状況
※⻑⾕⼯設計⽩書より



東京都のHPより

2022年12月19日

マンションに対する配慮は
なかった。

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業

省エネ性に優れ、災害にも強く、健康にも
資する断熱・太陽光住宅の普及拡大を
促進するため、蓄電池、V2H、エコキュート
等と併せて太陽光発電設備を設置する場合に
補助します。
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東京都環境局 令和5年1月31⽇更新

拡充

※太陽光発電設備は、断熱改修、蓄電池又はV2H、エコキュート
等のいずれかを設置した場合に補助 49kWで Max2450万円
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予算総額

377億円+27億円
（R4年分）

申請期限

R6年度迄
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太陽光発電

導入

①設置場所制約

設備容量 ⑦管理・

メンテナンス

⑥導入に適した

パネル選定

⑤導入効果
④影による

発電阻害要因

③住⼾間公平性

②電⼒会社

導入条件

マンション特有の課題
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討
※2010年 ⻑⾕⼯コーポレーション技術研究所 研究レポートより



マンションでの事例 3つの導入形態
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討
※2010年 ⻑⾕⼯コーポレーション技術研究所より



10%

10% or max3m
(JIS規定)

10%

10% or max3m
(JIS規定)

ファミリータイプの１０スパン６階建てのマンションを想定する
ＪＩＳに適合した設置範囲（架台）、アンテナ・避雷針等屋上⼯作物の設置

「屋上面積990㎡」 ×0.72 ×0.9 ÷60（⼾） ≒10㎡

マンションでの事例 3つの導入形態

60m

16.5m
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討
※2010年 ⻑⾕⼯コーポレーション技術研究所より



場 所︓埼⽟県越⾕市 弊社技術研究所 住宅性能棟

容 量︓｛多結晶1.45kW （208Ｗｘ７枚） （屋上）

＋ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ4.0kW 各部屋ｘ３セット

角 度︓南⾯10°

期 間︓2009年11月20⽇〜2010年8月30日（継続中）

計 測︓30分毎にﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ２次側電⼒計測

1077.4kWh 1106.1kWh 1100.7kWh

0kWh

200kWh

400kWh

600kWh

800kWh

1000kWh

1200kWh

下段（２０１室） 中段(301室） 上段(３０３室）

8カ月の総発電量
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討



⽇本での普及率
住宅⽤
①シャープ
②パナソニック・・・生産撤退2021.2月 清算
③京セラ
④ソラーフロンティア(旧昭和シェルソーラー）

➡ 導入検討時の時期で絶えず変わっている。
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討

産業用
①インリ－ソーラー（世界第4位）
②Ｑセルズ（世界5位）
③カナディアンソーラー（世界3位）

東芝・・・2023年 住宅⽤撤退
三菱・・・保証20年 無償80％で修理交換
⻑州産業・・・国内⽣産



⾃家消費型太陽光発電（環境省・みずほリサーチ＆テクノリジー)2022年8月

2021年5月 改定地球温暖化対策推進法が成⽴【2050年までに脱炭素社会の実現】が基本理念

・再エネ導入目標を36〜38％ 2019年度︓18％ そのうち太陽光は14〜16％（56GW） 倍増へ

① 敷地内での自家消費型太陽光発電導入 （自家消費型）
Ａ︓⾃⼰所有 B︓PPA(Power Purchase Agreement) C︓リース

※蓄電池の活用 余った電⼒をためる⼯夫で 再エネ率の向上 ピークカット ⾮常電源でも利⽤が可能

導入方法 メリット デメリット

Ａ 自己所有 ⻑期的に⾒れば最も投資効果が良い
自己消費しなかった電力は売電可能

初期投資が大
維持管理は必要

B PPA
（電力購入契約）

基本的には初期投資ゼロ
維持管理を行う必要がない
電力を使用した分だけの電気料金ですむ

⻑期契約となる（10年）

C リース 基本的には初期投資ゼロ
維持管理を行う必要がない
自己消費しなかった電力は売電可能

⻑期契約となる（10年）
発電がない場合でも一定のリー
ス料が必要
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討



経済産業省 セミナー 2030年再エネ導⼊に向けた課題について(施工現場から）抜粋

一般社団法人 日本PVプランナー協会 再生可能エネルギー関連の情報発信基地

自家消費型 屋根設置 コスト メリット・デメリット

メリット： 柵や・塀の設置が不要で施工費が減
屋根によるが架台は比較的安価

デメリット： 熟練職人の手仕事になりる為ｍ人件費増
住みながらの導入なので、時間や制限があり工期の増加
架台搬入にクレーンが必要、道路占有や夜間工事
案件ごとに施工手順が異なる為、標準化が難しい
耐荷重が十分でない場合、補強の追加費用が生じる
架台固定の為に防水層にアンカーボルトを打込む為、
防水加工が必要 （現状の防水保証も失効する）

屋上防水 ウレタン防水 シート防水 アスファルト防水等

22

■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討



工法の要素 アンカー工法 アンカーレス工法

荷重/㎡ 約50kg/㎡ 約15kg/㎡

アンカー要否 必要 不用

漏水の可能性 穴をあける為可能性あり 穴をあけない為 可能性なし

工期（10kW配置） 約2日（電気工事含まず） 約1日（電気工事含まず）

クレーンが必要 エレベータにより搬入が可能

屋上設置太陽光のアンカーレス工法とアンカー工法の比較

アンカーレス工法
参考写真

屋上の負担軽減 追加防⽔施⼯が不要
風速55m/s迄までOK

23

■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討



■⻑⾕⼯開発参考写真

シート防水用
リフォーム用ソーラパネル架台

アンカーは打つが
防水性能は維持

太陽光を設置したまま
防水工事を行うことが
可能
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■⻑⾕⼯開発参考写真
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⻑⾕⼯ 新築用 低基礎 参考写真
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既存マンションへの太陽光発電設置検討 フロー 管理組合編

導入目的 住⺠の声➡理事会議論➡総会決議(半年から1年）
① マンションとして環境配慮への貢献
② 災害時 ⾃⽴電源の確保
③ 電気代削減（専用部 共用部）

準備内容
① 設置可能場所に補助⾦など最⼤限に利⽤して導⼊
② 災害時 必要な電源選択
③ 現状把握
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■４ 太陽光発電搭載マンションに関する検討



Ａ 専用部も含んで地産地消の可能性あるか︖

Ｂ 受変電・発電機との連携のしやすさや運営⼿法にも利がある︖

条件1 専・共⽤部の電⼒使⽤量(kWh）使⽤料(円) ⼆酸化炭素削減量（kg-CO2）で検討

条件2 専⽤部使⽤量の想定 契約 40A 300 kWh/月

条件3 共⽤部使⽤料 直近の請求書12ヵ月分で想定 契約は100kW

条件4 太陽光⼯事⾦額の概算 600円/Wで試算をスタート

条件5 節電効果の可視化（最大25％）目標で実施スタート 専用部10％ 共用部5％で試算

条件6 ⻑⾕⼯図⾯、管理会社様状況、太陽光メーカー、電⼒⼀括対応

結果イメージ 居住者メリットの考察 （節電・節約の可能性）・環境配慮・安心・安全

結果イメージ 投資対効果の表現方法の考察 （改修年の試算）最⻑でも10年以内

■ 太陽光発電量を地産地消として有効に利⽤できる為の考察

■ 太陽光パネルの設置容量の試算 300kWh（平均電気使⽤量/⽉⼾）20％（60kWh）分の発電
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■⻑⾕⼯リフォームオンプロ検証①



■ 設置⾓度と配置イメージ

① 屋上設置可能面積を検討 900×1800のパネルで⾓度5度 1スパン 約24枚×27（ｽﾊﾟﾝ）648枚

（屋上設備、通気、消火栓、TVアンテナ基礎等を考慮 ）
日射角度

影範囲

日射角度 日射角度

日射角度

日射角度

300W×648枚＝194.4kＷ
350W×600枚＝210.0kＷ
375Ｗ×24枚×27ｽﾊﾟﾝ＝243kＷ
450Ｗ×12枚×27ｽﾊﾟﾝ＝145.8kＷ

650W×12枚×27ｽﾊﾟﾝ＝210kＷ
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■⻑⾕⼯リフォームオンプロ検証②



メーカー名 出力W 変換効率％ 幅ｍ 奥行ｍ ㎡ 重さkg ㎏/㎡

⻑州産業 450Ｗ 20.60% 2.094 1.038 2.17 24.3 11.18Kg/㎡

⻑州産業 375Ｗ 20.60% 1.755 1.038 1.82 21.0 11.53Kg/㎡

シャープ 330Ｗ 19.60% 1.684 1.002 1.69 19.5 11.56Kg/㎡

京セラ 330Ｗ 19.60% 1.698 0.99 1.68 18.5 11.01Kg/㎡

ｶﾅﾃﾞｨｱﾝｿｰﾗ 650Ｗ 20.90% 2.384 1.303 3.11 34.4 11.07Kg/㎡

ｶﾅﾃﾞｨｱﾝｿｰﾗ 600Ｗ 20.90% 2.172 1.303 2.83 31.0 10.95Kg/㎡

ｶﾅﾃﾞｨｱﾝｿｰﾗ 375Ｗ 20.90% 1.765 1.048 1.85 27.8 15.03Kg/㎡

太陽光パネルの㎡荷重を試算 11kg/㎡とする。（基礎・架台は工法による）

高圧契約20kＷ+80kW（100kＷ）が判明 ⽉別電気使⽤量も頂き、年間電⼒量を 試算

共用部検討 2020年12月 2021年1月 2021年2月 2021年3月 2021年4月 2021年5月 2021年6月 2021年7月 年間消費電力

100kW(20k+80k) 合算電力量(kWh) 11,513 11,728 10,397 10,742 9,715 9,361 8,857 9,723 123,054

2,878 2,932 2,599 2,686 2,429 2,340 2,214 2,431 30,764

3,035 3,035 3,035 3,035 3,035 3,035 3,035 3,035 36,414

50% 80kW 5,757 5,864 5,199 5,371 4,858 4,681 4,429 4,862 61,527

75% 120kW 8,635 8,796 7,798 8,057 7,286 7,021 6,643 7,292 92,291

100% 160kW 11,513 11,728 10,397 10,742 9,715 9,361 8,857 9,723 123,054

25％分の削減目標電力量(kWh)

40kWの太陽光発電量（kWh)
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■⻑⾕⼯リフォームオンプロ検証③



■ 共⽤部の電気使⽤量は中間期でも8000kWhがある為、専⽤部部分を抑えて、共⽤と合わせた検討を⾏う

（共用部100％の場合は太陽光160kWで発電量として⾜りるが、夜間消費電⼒が多い為相殺は出来ない為）

専⽤部電気使⽤量 300k×277×12=997,200kＷh (250k⇒831,000kＷh) （200k⇒664,800kWh）

共⽤部電気使⽤量 123,054kＷh (専⽤電気量の12.3％) (14.8％) (18.5％)

■ 屋上設置面積を考慮した場合 ①専⽤部のみ ▲20％ ②共⽤部のみ ▲15% ③A ④B

専用部 専用部 83,100kWh 太陽光パネル 共用部 123,054kWh 太陽光パネル 二酸化炭素

平均使用量 削減％ kWh/月 kＷ 削減％ kＷh/月 kW Kg-CO2

300kWh ▲50% 41,550 548 ▲50% 61,527 811

⼾数 ▲25% 20,775 274 ▲25% 30,764 406

277⼾ ▲20% 16,620 219 ▲20% 24,611 324

▲15% 12,465 164 ▲15% 18,458 243

▲10% 8,310 110 ▲10% 12,305 162

▲5% 4,155 55 ▲5% 6,153 81

14,463 191 71.73

16,460 217 81.64B:専用部▲5％ 55kW ＋ 共用部▲10％

A:専用部▲10％ 110kW ＋ 共用部▲５％
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■⻑⾕⼯リフォームオンプロ検証④



専用分10％ 共用分5％ 現状試算 1/2(投資金額) 1/3(投資金額) 1/4(投資金額)

A：パネル kW 110 81 191 191 191 191

発電量 kwh 8,345 6,145 14,490 14,490 14,490 14,490

投資単価 円 600,000 600,000 600,000 300,000 200,000 150,000

投資金額 円 66,000,000 48,600,000 114,600,000 57,300,000 38,200,000 28,650,000

専用部 277戸分kWh 8,345 8,345 8,345 8,345 8,345

共用部 kWh 6,145 6,145 6,145 6,145 6,145

専用部 26.48円/kwh 220,972 220,972 220,972 220,972 220,972

共用部 16.96円/kwh 104,217 104,217 104,217 104,217 104,217

小計 円/月 325,189 325,189 325,189 325,189

回収月 月 352 176 117 88

回収年 年 29 .4 14 .7 9 .8 7 .3

パターンＡ専10％共用5％ Ｂ専5％共用10％で検討（妥当性は、電⼒⼀括様の協⼒を頂く）

専用分5％ 共用分10％ 現状試算 1/2(投資金額) 1/3(投資金額) 1/4(投資金額)

B：パネル kW 55 162 217 217 217 217

発電量 kwh 4,172 12,290 16,462 28,752 45,214 73,966

投資単価 円 600,000 600,000 600,000 300,000 200,000 150,000

投資金額 円 33,000,000 97,200,000 130,200,000 65,100,000 43,400,000 32,550,000

専用部 kWh 4,172 4,172 4,172 4,172 4,172

共用部 kWh 12,290 12,290 12,290 12,290 12,290

専用部 26.48円/kwh 110,486 110,486 110,486 110,486 110,486

共用部 16.96円/kwh 208,434 208,434 208,434 208,434 208,434

小計 円/月 318,920 318,920 318,920 318,920

回収月 月 408 204 136 102

回収年 年 34 .0 17 .0 11 .3 8 .5
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■⻑⾕⼯リフォームオンプロ検証⑤



年間電気使⽤量グラフ 月別 3LDK 4人家族 IHヒーター （元60A契約）

20kWh
20kWh

0.67kW＝6.7A
0.67kW＝6.7A
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■５ 省エネ対策 電⼒使⽤量の可視化による省エネ



電灯 動力 湧水 機械駐 雨水貯留槽

直結増圧

給水方式

1基，

60m/min
好気性処理 集会室他 3台

5.5Kw 6.1kW 3.7Kw 3.17kW 0.75kW

直結増圧

給水方式

2基

60m/min
好気性処理 ｹﾞｽﾄﾙｰﾑ他 ｴﾝﾄﾗﾝｽ 有 2台 6台 4台

5.5Kw×2台 3.7Kw×2台 5.05Kw 3.17kW 6.58kW 16.2kW 0.5kW 4.5kW 6.0kW

加圧給水

方式

2基

105m/min
好気性処理 ｹﾞｽﾄﾙｰﾑ他 ｴﾝﾄﾗﾝｽ他 有 9台 4台

7.5Kw×3台 6.5Kw×2台 10.2Kw 2.72kW 23.46kW 9.4kW 2.25kW 3.8kW

建物C RC12階 255戸 2013年

首

都

圏

建物B RC8階 148戸 2014年

機械式

駐車場

排水ポンプ

建物A RC9階 81戸 2014年

竣工年 給水方式 エレベーター
DSP

処理槽

空調
地域 階数 住戸数

給水＞エレベーター＞ＤＳＰ＞電灯

建物A 建物B
建物C
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■５ 省エネ対策 マンション共用部の電気使用実績

※⻑⾕⼯コーポレーション 集合住宅共⽤部のエネルギー消費量に関する研究より



図－1 年間電⼒量に対する⽤途別電⼒量の割合

図－2 ⽉別の電⼒量
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■５ 省エネ対策 マンション共用部の電気使用実績

図－3 共用電灯の時間別電力量



図－6 給⽔ポンプの時間別電⼒量 図－7 ディスポーザ処理槽の時間別電⼒量 図－8 エレベーターの時間別電⼒量
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■５ 省エネ対策 マンション共用部の電気使用実績



■ まとめ

・環境問題に取組み、導入する為のハードルは高い。

・理事会での検討・推進⼒・総会決議

・安定供給 環境、経済性、安全性、更新性、拡張性への課題

・マンションへの省エネ対策は まず現状の把握から 共⽤電⼒ 専⽤電⼒

・⻑⾕⼯グループとしても前向きに取り組んでいるテーマです。

参考になれば幸いです

ご清聴ありがとうございました。
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